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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次

第192期

第３四半期

連結累計期間

第193期

第３四半期

連結累計期間

第192期

第３四半期

連結会計期間

第193期

第３四半期

連結会計期間

第192期

会計期間
自　平成21年１月１日

至　平成21年９月30日

自　平成22年１月１日

至　平成22年９月30日

自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日

自　平成22年７月１日

至　平成22年９月30日

自　平成21年１月１日

至　平成21年12月31日

営業収益 (百万円) 205,105119,048 57,364 37,614 262,609

経常利益又は経常損失
(△)

(百万円) 17,060 3,239 5,948 △657 19,331

四半期(当期)純利益 (百万円) 5,142 1,692 2,981 87 6,345

純資産額 (百万円) － － 233,088255,995259,292

総資産額 (百万円) － － 979,834948,959969,492

１株当たり純資産額 (円) － － 720.37 583.17 590.82

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 16.29 3.93 9.44 0.20 19.51

潜在株式調整後１株当た
り四半期(当期)純利益金
額

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 23.2 26.5 26.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 32,096 12,535 － － 66,293

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △35,584 1,436 － － △48,915

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,146 △20,123 － － △18,487

現金及び現金同等物の四
半期末(期末)残高

(百万円) － － 11,513 9,647 16,078

従業員数 (名) － － 2,219 2,163 2,231

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 2,163 (2,019)

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

       

(2)　提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 466 (58)

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

生産、受注及び販売の状況については、「４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」

における各事業の種類別セグメント業績に関連付けて示しております。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

(1)　経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間の連結業績につきましては、営業収益は376億１千４百万円(前年同四半期

573億６千４百万円、前年同四半期比34.4％減)、営業利益は21億４千万円(前年同四半期86億８千８百万

円、前年同四半期比75.4％減)、経常損失は６億５千７百万円(前年同四半期　経常利益59億４千８百万

円)、四半期純利益は８千７百万円(前年同四半期29億８千１百万円、前年同四半期比97.1％減)となりま

した。

　

事業の種類別セグメントごとの業績の概況は以下の通りであります。

①賃貸事業

当第３四半期連結会計期間においては、建物賃貸収益は前年同四半期と同水準にとどまり、また、Ｓ

ＰＣ(特別目的会社)を活用した収益ビル等への投資に係る配当収益が、前年同四半期に「オリナスタ

ワー」(東京都墨田区)の建物売却によるＳＰＣ配当収益を計上した影響等により減少しました。

この結果、営業収益は139億４千４百万円(前年同四半期212億３千４百万円、前年同四半期比34.3％

減)、営業利益は26億２千４百万円(前年同四半期119億８千１百万円、前年同四半期比78.1％減)となり

ました。
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区分

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

賃貸面積(㎡)
(うち転貸面積)

金額(百万円)
賃貸面積(㎡)
(うち転貸面積)

金額(百万円)

土地賃貸
31,723
(10,704)

170
31,513
(10,704)

180

建物賃貸
677,265
(195,305)

11,858
690,910
(199,642)

11,446

ビル運営管理受託等(注) ─ 9,205 ─ 2,317

合計 ─ 21,234 ─ 13,944

(注)「ビル運営管理受託等」には、ＳＰＣを活用した収益ビル等への投資に係る配当収益が、当第３四半期連結会

計期間において７億７千６百万円、前年同四半期において76億８千１百万円含まれております。

　
②分譲事業

当第３四半期連結会計期間においては、「マンション」で「Brillia 宮前平」(川崎市宮前区)、

「Brillia Tower 神戸元町」(神戸市中央区)等を売上に計上しました。

当第３四半期連結会計期間は、分譲マンションの竣工戸数が前年同四半期に比べて少なく、売上計上

戸数が大幅に減少したこと等により減収となりました。

この結果、営業収益は158億９千万円(前年同四半期268億２千５百万円、前年同四半期比40.8％減)、

営業損失は１億円(前年同四半期　営業損失22億１千３百万円)となりました。

なお、当第３四半期連結会計期間は、現在販売中の分譲マンション等において、たな卸資産評価損５

千１百万円(前年同四半期18億１千９百万円)を営業原価に計上しました。

区分

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売数量等
金額
(百万円)

販売数量等
金額
(百万円)

マンション 販売戸数 723戸 24,884販売戸数 353戸 13,010

戸建(戸建用宅地含む) 販売戸数 3戸 203販売戸数 5戸 320

宅地等 販売件数 4件 516販売件数 7件 1,376

住宅管理業務受託 管理戸数 34,374戸 1,220管理戸数 35,235戸 1,182

合計 ― 26,825 ― 15,890

　
③その他事業

当第３四半期連結会計期間においては、「リゾート・レジャー・ホテル事業」において、前連結会計

年度にゴルフ場６コースを会社分割により売却したこと、並びに「メディアコンプレックス事業」に

おいて、前連結会計年度に同事業を手掛ける㈱アンフォルマを売却した影響等により減収となりまし

た。また、再開発事業に係る開発業務報酬を計上したこと等により増益となりました。

この結果、営業収益は77億７千９百万円(前年同四半期93億４百万円、前年同四半期比16.4％減)、営

業利益は13億４千９百万円(前年同四半期５億５千２百万円、前年同四半期比144.4％増)となりまし

た。
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区分

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

口数(口) 金額(百万円) 口数(口) 金額(百万円)

不動産流通事業 708 667 539 989

リゾート・レジャー・ホテル事業 ― 3,266 ― 2,390

リフォーム事業 ― 823 ― 1,028

飲食事業 ― 260 ― 252

メディアコンプレックス事業 ─ 1,599 ─ ─

温浴事業 ─ 859 ─ 845

その他(注) ─ 1,828 ─ 2,271

合計 ― 9,304 ― 7,779

(注)「その他」には、ＳＰＣを活用した商業施設等への投資及び不動産投資信託への投資に係る配当収益が、当第

３四半期連結会計期間において２億６千１百万円、前年同四半期において３億７千１百万円含まれておりま

す。

　
(2)　財政状態の分析

(資産)

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は9,489億５千９百万円となり、前連結会計年度末比

205億３千３百万円の減少となりました。これは、販売用不動産の売却による減少、「東京建物大阪ビル」

(大阪市中央区)の売却等による有形固定資産の減少、ＳＰＣへの出資等による投資有価証券及び匿名組

合出資金の増加等によるものであります。

(負債)

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は6,929億６千４百万円となり、前連結会計年度末比

172億３千６百万円の減少となりました。これは、有利子負債の減少等によるものであり、有利子負債残高

(リース債務除く)は4,954億９千９百万円(前連結会計年度末比154億３千５百万円減)となっておりま

す。なお、第１四半期連結会計期間において社債200億円を発行し、借入金等の返済を行っております。

(純資産)

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は2,559億９千５百万円となり、前連結会計年度末比

32億９千７百万円の減少となりました。これは、四半期純利益による増加の一方、利益剰余金の配当によ

る減少等によるものであります。
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(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、営業活動により

12億７千９百万円減少、投資活動により38億２千９百万円増加、財務活動により154億６千４百万円減少

したこと等により、前四半期連結会計期間末比で131億１千６百万円減少し、96億４千７百万円となりま

した。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金の減少は、12億７千９百万円(前年同四半期比

43億１千１百万円減少)となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益、減価償却費による資金の

増加があった一方、預り敷金及び保証金の減少、法人税等の支払による資金の減少があったことによるも

のであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金の増加は、38億２千９百万円(前年同四半期比

41億３千６百万円増加)となりました。これは主に、投資有価証券の取得及び固定資産の取得による資金

の減少があった一方、固定資産の売却による資金の増加があったことによるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金の減少は、154億６千４百万円(前年同四半期

比114億８千８百万円減少)となりました。これは主に、借入金の返済及び配当金の支払によるものであり

ます。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、以下の設備を売却いたしました。

セグメント 会社名
設備の名称

(所在地)
用途 規模等

土地面積

(㎡)

建物延床面積

(㎡)

帳簿価額(注１)

土地

(百万円)

建物及び構

築物

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

賃貸 東京建物㈱
東京建物大阪ビル

(大阪府大阪市中央区)
貸事務所

鉄骨鉄筋コンクリート造

地上10階　地下２階
1,758 16,765 8,067 1,480 7 9,555

(注１)帳簿価額は第２四半期連結会計期間末の数値であります。帳簿価額のうち、その他は土地、建物及び構築物以外の有形固定

資産及び借地権以外の無形固定資産の合計額を記載しております。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。

　

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 800,000,000

計 800,000,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第３四半期会計期間末現在

発行数(株)

(平成22年９月30日)

提出日現在発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 433,059,168 433,059,168
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数
1,000株

計 433,059,168 433,059,168 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

(千株)

発行済株式

総数残高

(千株)

資本金増減額

 

(百万円)

資本金残高

 

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成22年９月30日 ― 433,059 ― 92,451 ― 77,108

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年６月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

①　【発行済株式】

　平成22年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式(自己株式等) 　 － － －

議決権制限株式(その他) 　 － － －

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式) 　

－ －
普通株式 318,000

(相互保有株式) 　

普通株式 4,682,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 426,844,000426,844 －

単元未満株式 　 1,215,168－ １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 　 433,059,168－ －

総株主の議決権 　 － 426,844 －

(注)「単元未満株式」に含まれる自己株式等

　　東京建物㈱　　　　　　　　　346株

　　東京不動産管理㈱　　　　　　481株
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②　【自己株式等】

　平成22年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

東京建物㈱

東京都中央区八重洲

一丁目９番９号
318,000 － 318,000 0.07

(相互保有株式)

東京不動産管理㈱
東京都墨田区太平四
丁目１番３号

2,502,000 － 2,502,000 0.58

(相互保有株式)

東京ビルサービス㈱
東京都墨田区太平四
丁目１番３号

2,180,000 － 2,180,000 0.50

計 － 5,000,000 － 5,000,000 1.15

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年

１月
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 406 370 351 442 420 342 301 314 347

最低(円) 343 304 309 334 319 270 261 281 289

(注)最高・最低株価は東京証券取引所(市場第一部)の市場相場によるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役副社長

(社長補佐、コンプライアンス部・秘書室・

人事部・総務部担当)

代表取締役副社長

(コンプライアンス部・秘書室・人事部・総

務部担当兼ビル事業本部長)

佐久間　　　一 平成22年６月29日

常務取締役

(企画部・関西支店・札幌支店・九州支店担

当)

常務取締役

(企画部・関西支店・札幌支店・九州支店担

当兼海外事業本部長)

斎　藤　政　賢 平成22年６月29日

常務取締役

(海外事業本部長兼住宅事業本部長)

常務取締役

(住宅事業本部長)
柴　山　久　雄 平成22年６月29日

常務取締役

(ビル事業本部長)

取締役

(技術サービス部長)
碓　氷　辰　男 平成22年６月29日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年１月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年１月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平成21年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１　【四半期連結財務諸表】
(1)　【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期
連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,658 16,090

営業未収入金 7,124 4,546

有価証券 ※２
 2,409

※２
 1,154

匿名組合出資金 ※２
 5,342

※２
 5,343

販売用不動産 56,325 74,114

仕掛販売用不動産 56,003 40,820

開発用不動産 29,574 35,795

繰延税金資産 2,394 2,534

その他 ※２
 13,391

※２
 16,519

貸倒引当金 △203 △187

流動資産合計 182,022 196,733

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 200,393 202,732

減価償却累計額 △78,607 △76,669

建物及び構築物（純額） 121,786 126,062

土地 313,411 326,006

建設仮勘定 5,799 4,995

その他 19,066 19,147

減価償却累計額 △10,333 △9,747

その他（純額） 8,732 9,399

有形固定資産合計 449,729 466,464

無形固定資産

借地権 24,564 24,573

その他 3,636 3,683

無形固定資産合計 28,201 28,257

投資その他の資産

投資有価証券 ※２
 192,014

※２
 184,839

匿名組合出資金 ※２
 60,237

※２
 58,461

繰延税金資産 6,250 5,872

敷金及び保証金 10,588 10,541

その他 ※２
 20,957

※２
 19,452

貸倒引当金 △444 △516

投資損失引当金 △598 △613

投資その他の資産合計 289,006 278,037

固定資産合計 766,936 772,759

資産合計 948,959 969,492
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(単位：百万円)

当第３四半期
連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 124,469 134,767

コマーシャル・ペーパー 8,400 26,400

未払金 6,840 11,960

未払法人税等 664 1,357

引当金 1,181 434

不動産特定共同事業出資受入金 10,905 －

その他 31,127 30,023

流動負債合計 183,588 204,943

固定負債

社債 94,500 74,500

長期借入金 261,829 268,266

退職給付引当金 6,211 5,674

その他の引当金 1,520 1,364

繰延税金負債 8,534 8,545

再評価に係る繰延税金負債 23,060 23,011

受入敷金保証金 43,032 44,574

不動産特定共同事業出資受入金 58,028 65,467

その他 12,656 13,851

固定負債合計 509,375 505,256

負債合計 692,964 710,200

純資産の部

株主資本

資本金 92,451 92,451

資本剰余金 90,697 90,705

利益剰余金 43,758 46,032

自己株式 △537 △521

株主資本合計 226,369 228,667

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 8,555 8,690

土地再評価差額金 18,193 18,121

為替換算調整勘定 △1,970 △997

評価・換算差額等合計 24,777 25,814

少数株主持分 4,847 4,810

純資産合計 255,995 259,292

負債純資産合計 948,959 969,492

EDINET提出書類

東京建物株式会社(E03859)

四半期報告書

13/27



(2)　【四半期連結損益計算書】
　【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

営業収益 205,105 119,048

営業原価 151,644 91,333

営業総利益 53,460 27,714

販売費及び一般管理費 ※１
 29,050

※１
 16,660

営業利益 24,409 11,054

営業外収益

受取利息 18 60

受取配当金 531 525

持分法による投資利益 185 239

その他 559 254

営業外収益合計 1,293 1,080

営業外費用

支払利息 6,386 6,588

不動産特定共同事業分配金 1,134 1,250

その他 1,121 1,055

営業外費用合計 8,643 8,894

経常利益 17,060 3,239

特別利益

固定資産売却益 75 1,542

投資有価証券売却益 29 99

関係会社株式売却益 37 －

債務保証損失引当金戻入額 3 －

特別利益合計 144 1,641

特別損失

たな卸資産評価損 5,459 －

固定資産売却損 19 470

固定資産除却損 71 114

投資有価証券評価損 3,629 371

関係会社株式評価損 － 24

匿名組合投資損失 568 －

投資損失引当金繰入額 15 －

事業譲渡損失引当金繰入額 107 －

減損損失 75 37

特別損失合計 9,946 1,018

税金等調整前四半期純利益 7,258 3,863

法人税、住民税及び事業税 2,198 2,060

法人税等調整額 1,405 △259

法人税等合計 3,604 1,800

少数株主利益又は少数株主損失（△） △1,487 369

四半期純利益 5,142 1,692
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　【第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

営業収益 57,364 37,614

営業原価 39,988 30,355

営業総利益 17,376 7,258

販売費及び一般管理費 ※１
 8,687

※１
 5,118

営業利益 8,688 2,140

営業外収益

受取利息 5 13

受取配当金 102 70

持分法による投資利益 48 75

為替差益 △270 －

その他 238 63

営業外収益合計 123 221

営業外費用

支払利息 2,114 2,235

不動産特定共同事業分配金 387 419

その他 362 364

営業外費用合計 2,864 3,019

経常利益又は経常損失（△） 5,948 △657

特別利益

固定資産売却益 41 1,483

債務保証損失引当金戻入額 1 －

特別利益合計 42 1,483

特別損失

固定資産売却損 1 469

固定資産除却損 49 3

投資有価証券評価損 454 182

事業譲渡損失引当金繰入額 107 －

投資損失引当金繰入額 15 －

特別損失合計 628 655

税金等調整前四半期純利益 5,363 170

法人税、住民税及び事業税 1,555 573

法人税等調整額 828 △577

法人税等合計 2,384 △3

少数株主利益又は少数株主損失（△） △3 86

四半期純利益 2,981 87

EDINET提出書類

東京建物株式会社(E03859)

四半期報告書

15/27



(3)　【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 7,258 3,863

減価償却費 5,710 6,109

減損損失 75 37

のれん償却額 118 142

持分法による投資損益（△は益） △185 △239

貸倒引当金の増減額（△は減少） △63 △56

その他の引当金の増減額（△は減少） 1,219 1,424

受取利息及び受取配当金 △549 △586

支払利息 6,386 6,588

たな卸資産評価損 5,459 －

投資有価証券評価損益（△は益） 3,629 371

投資有価証券売却損益（△は益） △29 △99

関係会社株式評価損 － 24

関係会社株式売却損益（△は益） △37 －

匿名組合投資損益（△は益） 568 －

固定資産除売却損益（△は益） 15 △957

売上債権の増減額（△は増加） 8,268 △2,560

たな卸資産の増減額（△は増加） 10,748 8,204

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △2,262 △1,541

仕入債務の増減額（△は減少） △1,222 △854

敷金及び保証金の増減額（△は増加） 425 △47

その他 △629 △1,262

小計 44,906 18,561

利息及び配当金の受取額 631 708

利息の支払額 △6,544 △6,641

法人税等の支払額 △6,897 △93

営業活動によるキャッシュ・フロー 32,096 12,535

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入 5 20

投資有価証券の売却及び償還による収入 5,780 5,771

投資有価証券の取得による支出 △23,588 △15,197

関係会社株式の売却による収入 195 －

関係会社株式の取得による支出 △161 △355

匿名組合出資金の払込による支出 △14,798 △2,985

匿名組合出資金の払戻による収入 150 1,207

固定資産の売却による収入 305 17,176

固定資産の取得による支出 △14,214 △9,436

貸付けによる支出 △245 △16

貸付金の回収による収入 1,216 4,093

不動産特定共同事業出資受入金の増減額（△は
減少）

8,831 3,466

その他 938 △2,306

投資活動によるキャッシュ・フロー △35,584 1,436
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △43,300 △9,792

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 17,100 △18,000

長期借入れによる収入 106,700 91,800

長期借入金の返済による支出 △77,894 △98,743

長期未払金の返済による支出 － △700

社債の発行による収入 － 20,000

自己株式の売却による収入 9 5

自己株式の取得による支出 △19 △28

配当金の支払額 △4,129 △3,891

少数株主への配当金の支払額 △119 △49

その他 △492 △723

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,146 △20,123

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11 △279

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,646 △6,431

現金及び現金同等物の期首残高 17,159 16,078

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 11,513

※１
 9,647
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　 当第３四半期連結累計期間

(自　平成22年１月１日

　至　平成22年９月30日)

１．連結の範囲に関

する事項の変更

(1)連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間より、東京建物(中国)投資有限公司は登録資本金の払込

をしたため、連結子会社に含めております。

(2)変更後の連結子会社の数　37社

２．持分法の適用に

関する事項の変更

(1)持分法適用関連会社の変更

当第３四半期連結会計期間より、天津万濱房地産開発有限公司は出資持分を取得

したため、持分法適用関連会社に含めております。

(2)変更後の持分法適用関連会社の数　６社

３．会計処理基準に

関する事項の変更

(1)完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりま

したが、「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号　平成19年12月27日)及

び「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号　平成19

年12月27日)を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手

した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確

実性が認められる工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完

成基準を適用しております。

この変更による損益に与える影響はありません。

(2)計上区分

ゴルフ場の管理・運営事業を行っている連結子会社においては、従来、ゴルフ場運

営に直接関わる人件費及びゴルフ場施設に係る減価償却費等を一般管理費に計上し

ておりましたが、前連結会計年度末より、営業原価として計上する方法に変更してお

ります。この変更は、営業収益の拡大に伴い、その費用処理について見直しを行った

結果、営業収益と営業原価の対応関係をより適正に表示するために行ったものであ

ります。

前第３四半期連結累計期間までは従来の方法によっているため、変更後の方法に

よった場合に比べて、前第３四半期連結会計期間は営業総利益が1,213百万円、前第

３四半期連結累計期間は営業総利益が3,541百万円多く計上されております。

なお、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響はありません。

またセグメント情報に与える影響はありません。

　

【簡便な会計処理】

　

　 当第３四半期連結累計期間

(自　平成22年１月１日

　至　平成22年９月30日)

１．固定資産の減価償却費の

算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に

係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。

２．繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法

 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会

計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況

に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度

決算において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第３四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末

(平成21年12月31日)

　 　

　１　保証債務 　１　保証債務

住宅ローン利用者及び従業員住宅
取得制度利用者

4,606百万円

　

住宅ローン利用者及び従業員住宅
取得制度利用者

4,393百万円

　

※２　不動産投資を目的としたＳＰＣ(特別目的会社)へ
の優先出資証券及び匿名組合出資金等が次の通り含
まれております。

※２　不動産投資を目的としたＳＰＣ(特別目的会社)へ
の優先出資証券及び匿名組合出資金等が次の通り含
まれております。

有価証券 2,409百万円

匿名組合出資金 5,342百万円

その他 15百万円

流動資産小計 7,768百万円

投資有価証券 151,302百万円

匿名組合出資金 60,222百万円

その他(投資その他の資産) 232百万円

固定資産小計 211,757百万円

計 219,526百万円

流動資産には、販売目的で保有している優先出資証券及

び匿名組合出資金等を計上しております。

匿名組合出資金は、金融商品取引法第２条第２項第５号

に定めるみなし有価証券であります。

 

有価証券 1,134百万円

匿名組合出資金 5,343百万円

その他 15百万円

流動資産小計 6,493百万円

投資有価証券 144,483百万円

匿名組合出資金 58,446百万円

その他(投資その他の資産) 232百万円

固定資産小計 203,162百万円

計 209,656百万円

同左

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　

前第３四半期連結累計期間

(自　平成21年１月１日

　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成22年１月１日

　至　平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目

広告宣伝費 5,595百万円

給料手当 5,681百万円

賞与引当金繰入額 618百万円

役員賞与引当金繰入額 84百万円

退職給付費用 490百万円

役員退職慰労引当金繰入額 116百万円

 

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目

広告宣伝費 1,592百万円

給料手当 3,996百万円

賞与引当金繰入額 463百万円

役員賞与引当金繰入額 141百万円

退職給付費用 493百万円

役員退職慰労引当金繰入額 117百万円

 

　

第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間

(自　平成22年７月１日

　至　平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目

広告宣伝費 1,229百万円

給料手当 1,651百万円

賞与引当金繰入額 443百万円

役員賞与引当金繰入額 28百万円

退職給付費用 158百万円

役員退職慰労引当金繰入額 36百万円

 

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目

広告宣伝費 478百万円

給料手当 1,084百万円

賞与引当金繰入額 346百万円

役員賞与引当金繰入額 59百万円

退職給付費用 164百万円

役員退職慰労引当金繰入額 40百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間

(自　平成21年１月１日

　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成22年１月１日

　至　平成22年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年９月30日現在)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年９月30日現在)

　

現金及び預金勘定 11,524百万円

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金

△11百万円

現金及び現金同等物 11,513百万円

　

　

現金及び預金勘定 9,658百万円

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金

△11百万円

現金及び現金同等物 9,647百万円

　

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　

平成22年９月30日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

　普通株式　(株) 433,059,168

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

　普通株式　(株) 2,398,768

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年３月30日
定時株主総会

普通株式 2,163 5 平成21年12月31日平成22年３月31日利益剰余金

平成22年７月30日
取締役会

普通株式 1,730 4 平成22年６月30日平成22年８月30日利益剰余金

　

(2)　基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

　

　
賃貸

(百万円)

分譲

(百万円)

その他

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

営業収益 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する営業収益 21,23426,825 9,304 57,364 － 57,364

(2)セグメント間の内部営業収益
又は振替高

161 68 472 701 (701) －

計 21,39526,893 9,776 58,065 (701) 57,364

営業利益又は営業損失(△) 11,981△2,213 552 10,320(1,631)8,688

(注) １　事業区分の方法：企業集団の事業内容を勘案して区分しております。

２　各事業区分の主要な内容

　　賃　貸：土地、建物、住宅等の賃貸及び管理運営

　　分　譲：宅地、戸建住宅、高層住宅等の分譲

　　その他：不動産の仲介・鑑定・コンサルティング、土木建築工事の請負、リゾート・レジャー・ホテル事業など

３　会計処理の方法の変更

(棚卸資産の評価に関する会計基準)

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成18年７月５日公表の「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準委員会　企業会計基準第９号)を適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低

下による簿価切下げの方法)に変更しております。

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

　

　
賃貸

(百万円)

分譲

(百万円)

その他

(百万円)

計

(百万円)

消去又は

全社

(百万円)

連結

(百万円)

営業収益 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する営業収益 13,94415,890 7,779 37,614 － 37,614

(2)セグメント間の内部営業収益
又は振替高

161 75 605 841 (841) －

計 14,10515,965 8,384 38,456 (841) 37,614

営業利益又は営業損失(△) 2,624 △100 1,349 3,874(1,733)2,140

(注) １　事業区分の方法：企業集団の事業内容を勘案して区分しております。

２　各事業区分の主要な内容

　　賃　貸：土地、建物、住宅等の賃貸及び管理運営

　　分　譲：宅地、戸建住宅、高層住宅等の分譲

　　その他：不動産の仲介・鑑定・コンサルティング、土木建築工事の請負、リゾート・レジャー・ホテル事業など

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日)

　

　
賃貸

(百万円)

分譲

(百万円)

その他

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

営業収益 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する営業収益 51,279124,98328,841205,105 － 205,105

(2)セグメント間の内部営業収益
又は振替高

526 202 1,841 2,570(2,570) －

計 51,806125,18530,683207,675(2,570)205,105

営業利益又は営業損失(△) 22,855 6,975 △440 29,389(4,979)24,409
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(注) １　事業区分の方法：企業集団の事業内容を勘案して区分しております。

２　各事業区分の主要な内容

　　賃　貸：土地、建物、住宅等の賃貸及び管理運営

　　分　譲：宅地、戸建住宅、高層住宅等の分譲

　　その他：不動産の仲介・鑑定・コンサルティング、土木建築工事の請負、リゾート・レジャー・ホテル事業など

３　会計処理の方法の変更

(棚卸資産の評価に関する会計基準)

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成18年７月５日公表の「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準委員会　企業会計基準第９号)を適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低

下による簿価切下げの方法)に変更しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益は、分譲セグメントで

5,232百万円減少、その他セグメントで63百万円減少しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

　

　
賃貸

(百万円)

分譲

(百万円)

その他

(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

営業収益 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する営業収益 41,88453,84023,323119,048 － 119,048

(2)セグメント間の内部営業収益
又は振替高

508 227 2,067 2,803(2,803) －

計 42,39354,06725,390121,851(2,803)119,048

営業利益又は営業損失(△) 11,592 △363 4,963 16,193(5,139)11,054

(注) １　事業区分の方法：企業集団の事業内容を勘案して区分しております。

２　各事業区分の主要な内容

　　賃　貸：土地、建物、住宅等の賃貸及び管理運営

　　分　譲：宅地、戸建住宅、高層住宅等の分譲

　　その他：不動産の仲介・鑑定・コンサルティング、土木建築工事の請負、リゾート・レジャー・ホテル事業など

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)及び当第３四半期連結会計期間(自

　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)並びに前第３四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成

21年９月30日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

全セグメントの営業収益の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、記載を省略しており

ます。

　

【海外営業収益】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)及び当第３四半期連結会計期間(自

　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)並びに前第３四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成

21年９月30日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

海外営業収益は連結営業収益の10％未満であるので記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

　

583.17円

　

　

590.82円

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 255,995 259,292

普通株式に係る純資産額(百万円) 251,147 254,481

差額の内訳
少数株主持分(百万円)

4,847 4,810

普通株式の発行済株式数(千株) 433,059 433,059

普通株式の自己株式数(千株) 2,398 2,333

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株)

430,660 430,725

　

２  １株当たり四半期純利益金額等

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

　

１株当たり四半期純利益金額 16.29円

　

　

１株当たり四半期純利益金額 3.93円

　

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 5,142 1,692

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 5,142 1,692

普通株式の期中平均株式数(千株) 315,733 430,687

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間

(自　平成22年７月１日

　至　平成22年９月30日)

　

１株当たり四半期純利益金額 9.44円

　

　

１株当たり四半期純利益金額 0.20円

　

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目

前第３四半期連結会計期間

(自　平成21年７月１日

　至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間

(自　平成22年７月１日

　至　平成22年９月30日)

　四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 2,981 87

　普通株式に係る四半期純利益(百万円) 2,981 87

　普通株式の期中平均株式数(千株) 315,727 430,666
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第193期(平成22年１月１日から平成22年12月31日まで)中間配当については、平成22年７月30日開催の取

締役会において、平成22年６月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを

決議いたしました。

①　配当金の総額 1,730百万円

②　１株当たりの金額 ４円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成22年８月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月13日

東京建物株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    鈴    木    啓    之    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    多    田   　     修    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    田    中    宏    和    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京

建物株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年

９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京建物株式会社及び連結子会社の平成21年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項が、すべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社及び連結

子会社は当第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月12日

東京建物株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    鈴    木    啓    之    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    多    田    　    修    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    向    井    　    誠    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京

建物株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年

９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京建物株式会社及び連結子会社の平成22年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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